











































































































































































































































































所　在　地 地　区　名 工事区分 取得区分 取得 実測増減 売渡 不要地売払道水路敷等
小野市 万勝寺 代 属・民 84.7 −0.1 82.8 1.8
蓬莱野 補 民 16.5 0.6 15.6 1.5
小野 代 属・民 98.1 −4.2 86.6 1.3 6.0
山新田 雑 民 5.3 1.1 5.1 1.2 0.1
樫山 雑 民 8.1 0.1 7.2 0.5 0.5
北野 雑 民 5.2 −0.3 4.9 0.0
焼山 代 民 56.6 0.9 50.3 7.2
焼山（その１） 雑 民 1.4 1.4 0.0
古川 雑 管 0.5 0.4 0.1
市場 雑 小・民 2.3 2.3 0.0
長尾 雑 小・民 4.8 −0.6 4.0 0.2
西脇 雑 小・民 1.7 1.6 0.1
万勝寺・中山中越 雑 小・民 1.2 −0.3 0.9 0.0
弁才天 雑 小・民 0.2 0.2 0.0
塩ヶ山 雑 小・民 1.3 1.3 0.0
クロフカ 雑 小・民 1.6 0.1 1.7 0.0
中番 雑 小・民 1.3 0.4 1.7 0.0
高鹿喜・野山惣山 代 小・民 21.4 18.8 0.4 2.2
小野市・三木市 草加野 代 民 140.7 −14.9 115.8 0.9 9.1
小野市・社町 浮坂 代 民 61.2 0.5 59.6 2.1




















































組合名 設立年度 戸　数 現在利用面積（ ha ） 営農形態 所在地田 畑 樹園地 改良草地 計
草加野 1948 年 49 38.9 26.7 114.6 水田酪農 大開町
万勝寺 1948 年 55 47.2 21.4 1.4 125.0 水田酪農 万勝寺町
小野 1950 年 21 16.8 3.3 0.7 6.0 47.8 水田酪農 浄谷町
浄谷 1950 年 11 11.0 2.3 1.2 25.5 水田酪農 浄谷町
河合 1948 年 19 0.9 19.0 0.7 39.6 畑作 西山町
焼山 1957 年 11 10.9 1.9 0.1 23.9 水田中小家畜 二葉町
合　計 166 125.7 74.6 4.1 6.0 376.4
4 ．受け入れ自治体との軋轢と共存
（未墾地買収の困難性）
戦後開拓事業は、それまで農地でなかった土地を、入植者・増反者に売り渡すとい
うものであるため、通常の農地改革以上に困難な要素を抱えていた。農地改革の場合、
多くは既に小作農が耕作している実績のある農地を売り渡されるわけであり、全国的
に食糧危機が叫ばれる状況下において、地主側にも増産のためには協力も止むなしと
する諦めが存在した。しかし未墾地の場合、耕作の実績があるわけでもなく、長く農
業を継続する意思があるとは限らない入植者に、未墾地とはいえ、村有地や個人の土
地を買収されることに強い抵抗が生じることが多かった５。既に述べたように初期の
緊急開拓事業は引揚者対策の社会政策的側面を持っていたため、食糧増産という観点
から、開拓入植が最良の選択肢である保証はなかったのである。これは既に述べたよ
うに、地元農家による増反要求の主要な根拠となった。また万勝寺や草加野地区のよ
うな高台の森林地帯を伐採、開墾する場合、落葉や薪などの山林資源に関する入会権
との衝突や伐採による水害の恐れなど、単なる地主・小作の対立を超えた不安や抵抗
が生じたのである。草加野開拓地においても、地元の市場村農地委員会議事録の昭和
22 年 9 月 15 日付けの委員会議事録において、次のような反対意見が記録されている。
「山田部落（中略）・池尻部落より買収に対する異議申立てが出て居り又所有者から
も部落に及ぼす害が大きいから又個人として山を無くする事はつらひと異議の申立て
が出て居ります」
「土質は開墾しても作物は出来ると思ひましたしかしまずまず二町か三町ぐらひの
ものではないかと思はれます計画面積から見れば非常に少いと思はれます」
「買収になるといふ面積はいくらになって居りますか」
「約十町歩です」
「自分も調査に廻った見解では議長と同じく二、三町ぐらひではないかと思いま
す。それに県の計画が市場村の所が何かつき出て居る様に思われるのですが、細長く
ね。それにですね水利の問題なんですが三部落養って居るあの台地の上まで計画にな
って居りますあれでは水害問題で困ります。大雨が来ると一度に池の中へ入るそうな
ると堤防がきれる恐れが多分にあると思はれます又その反対に水が無いとなると少し
もたまらなくなるのですこれは池もり部落民全部の者が心配して居るのです。近年水
溜が悪くなり水がでると一時に出るので困って居るのです。二十年二十一年二十二年
と雨が降る度に水害で川の堤防は切れ田はあれこれは皆様の知られる通りです。今そ
こに二町か三町かしれない畑が出来た事によってそれが為め水田に及す害の方が多か
５ 戦後開拓政策における未墾地買収の困難性については、拙稿「戦後開拓政策に関する一考察」
（『専修経済学論集第 37 巻第 2 号』、2002 年）を参照されたい。
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ったら何にもならないと思ひます。一様今の食糧の増産のため開墾も好い事ですが市
場村の地いな草加野を開墾される事は市場村に大きな害を及ぼすと思います。故に私
は絶対に反対であります」６。
つまり現地の見立てでは、 10 町歩を開墾したとしても、耕作可能面積は 2 ～ 3 町歩
程度であろうということ、さらに低地の集落にとって草加野台地は保水地の役割を果
たしているため、大規模な開発が低地集落に水害の危険を及ぼすと主張しているので
ある。この議論には村農地委員会全員が同意し、県に対し委員会、各部落代表者、農
民組合代表、村長が反対陳情に向かうことが決定している。
（地元増反による共存）
この陳情の経緯と結果については明らかではない。しかしその後、草加野開拓集落
への入植が中止されることはなかったことからして、地元の不満を中和することに成
功したと言えるだろう。その中和策のひとつは、すでに述べてきたように、地元農家
に対する増反措置であった。すでに述べたように、開拓事業の後期に建設された開拓
農協は地元増反を主とするものが多かったことに加え、入植者中心の草加野開拓や万
勝寺開拓地においても、入植者 98 戸用の農地に加え、地元農家 137 戸に対して増反用
地が配分されたことが確認できる。こうした多数の増反者への未墾地配分の計画は当
初の農地開発営団の計画からは大幅に拡大されており、各地元町村の働きかけの結果
であったと思われる。このような問題解決手法は、開発による水害を怖れる上記のよ
うな反対理由と矛盾するが、災害対策については後述する土地改良事業によって、別
途講じられることになった。これについては後述するが、いずれにせよ、開拓入植へ
の地元の不満に対して、地元農家にも一定の増反を認めることによって、不満を抑え、
共存を図る条件が整備されたものであろう。こうした政策手法は全国的に多くの開拓
地で確認することができる。
5 ．鴨川ダムと土地改良事業
すでに述べてきたように、小野市域は兵庫県の中でも戦後新たに開拓地として切り
開かれた農地の多い地区であった。日本に農耕が定着してから 2 千年以上もの間、耕
地にならなかった土地を耕地として切り開いた入植者の苦闘は想像を越えるものがあ
る。しかしこれらの土地を農地とすることを可能にし、なおかつ地元自治体との共存
を可能にした原因がもう 1 つ存在する。それが鴨川ダム建設を中心とする東播地区の
土地改良事業であった。
従来小野市域は西部の加古川沿いは水利も良く、古くから水田として開けていた
６ 市場村『兵庫県加東郡市場村農地委員会議事録』。
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７ 兵庫県農林水産部農地整備課・編『兵庫の土地改良史』1990 年、683 頁。
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が、東部の丘陵地帯は水利に恵まれず、また本来降雨に恵まれない地であることもあ
って、干ばつ常習地帯として知られていたということは既に述べてきた通りである。つ
まり用水難は開拓事業以前から小野市域の悩みであった。この問題を解決すると考え
られたのが、ダム開発による土地改良事業であった。
大正末期、旧市場村長の近藤準吉は、播州清水寺への参詣の途中、上東条村（現加東
市）土井の渓谷を見て、同地をダムとして下流の治水に利用してはどうかと思い至った
という７。近藤は昭和 13 年に、旧加東、加西、加古、美嚢の 4 郡 27 カ町村長を説き、「東
播地方資源開発期成同盟」を発足し国会への陳情活動をおこなった。当初の計画は加
東、美嚢、加西及び加古郡の一部にわたる水田約 6,000 町歩の用水補給、さらに区域内
丘陵地に山林を開拓して開田 1,500 町歩、開畑 1,000 町歩の農地を造成し、酒米の増産
と農業経営の安定を図ると同時に水量の一部は工業用水として利用しようという、壮
大な計画であった。関係町村長の熱心な運動の結果、昭和 14 年 3 月に国会で「東播開
発に関する建議案」が採択され、事業着工の準備段階に入ったが、折悪しく戦争への突
入により昭和 16 年 12 月に事業は中止に追い込まれていた。
しかし終戦後の昭和 20 年 9 月、押し寄せる食糧危機の中で県耕地課長の古賀敏夫が
食糧増産政策の一環としてさきの開発事業の復活に注目した。また近藤準吉翁の子息
である近藤市場村長も亡父の計画を引き継ぎ、加東郡の町村長会の再編を機に、事業
の再開に向けて運動を開始したのである。占領軍の援助もあり、昭和 22 年 5 月、京都
農地事務局は国営東条川農業水利事務所を現地に開設、構想より 20 年を経て計画が実
現することになった。事業は戦前の計画よりも縮小され、受益地約 4,000 ha となった
が、同地域の必要水量約 18,000 千トンを確保するための水源施設として、東条町黒谷
地先鴨川の高さ 42 メートル、有効貯水量 8,380 千トンのコンクリートダムを築造する
こととしこれを鴨川ダムと命名した。ダム建設によって水没を余儀なくされた土井郷
との補償交渉は難航したが、補償調印がなされた昭和 23 年 9 月 1 日より工事が開始さ
れ、アメリカからの見返り資金の投入もあり、着工から 3 年後の昭和 26 年 10 月 1 日に
鴨川ダムの完成を見ることとなった。またダム工事と平行して、 26 年 6 月からダムか
ら受益地内の農地に用水を送る幹線水路の工事が開始された。幹線水路は第一号から
第五号までの 5 本の水路、総延長約 17 キロメートルが昭和 35 年まで 10 年がかりで整
備され、各開拓地や一般農地へは、県営・団体営及び代行建設事業による支線を建設
して送水した。
実は当初、鴨川ダムの用水は地元用水の充実が中心であり、開拓地への揚水は計画
されていなかった。草加野地区を中心とする開拓集落側の粘り強い交渉の結果、第三
号幹線水路から団体営の造成水路によってこれら地域への揚水が認められるようにな
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った。この間、草加野の開拓農家は営農資金を揚水運動の運動資金に注ぎ込み、問題
視されるほど、この時期の揚水問題は深刻な問題となった。さらに草加野・万勝寺地
区は地形的に自然流水だけでは揚水が困難であり、電気ポンプを用いた揚水が必要と
なった。そのため現地では水路造成とポンプ場運営のため、草加野万勝寺工区水利組
合を結成（初代組合長西山隆）。内部の水配分と負担金を決定した。ポンプの管理は地
元組合でやる必要があったが組合内部には技術者がおらず、技師の招聘の必要があっ
た。本来の揚水期間は 3 ヶ月程度であるが、当時技師は手不足であったため、3 ヶ月契
約では人を確保できず、やむなく 1 年分の報酬を支払って来てもらうことになったと
いう。したがって草加野地区では東播土地改良区へのダム関係の支払いと電気ポンプ
の管理費を 2 重に支払う必要があり、この負担には長年悩まされることになった。
（写真左）鴨川ダム（写真右）1 号幹線水路橋
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鴨川ダム用水系統図
以上のような苦難があったものの、鴨川ダムの完成と、各幹線水路の完成によって、
草加野・万勝寺・小野地区等の開拓地の水利状況は飛躍的に改善し、開拓地の畑地か
ら水田への転換が進められていった。またこれらの地区では当時先進的と言われた水
田酪農経営を積極的に導入し、兵庫県内の開拓農家のモデルケースと見なされるよう
な農家をも輩出するようになったのである。また鴨川ダムによる水利の改善は開拓集
落以外の他集落にも恩恵を与え、開拓集落と既存集落の共存をもたらす基盤となった
のであった。
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小括
本稿は小野市における戦後開拓事業の調査研究における、いわば中間報告である。
入植後の開拓営農の展開については、より一層の実証分析が必要であると考えている
が、現時点における小括として社会関係資本研究に対する関連性について触れ、稿を
閉じることとしたい。
2011 年 3 月 11 日の東日本大震災が戦後 60 余年に渡る歴史のなかで有数の危機とな
ったことは確実であるが、しかしもちろん近代日本史上における社会統合における最
大の危機の一つがアジア太平洋戦争における敗戦であったという評価は変わることは
ない。敗戦の打撃と食糧危機によって国内が疲弊したなかで、戦争以前から「国策」に
よって海を渡った数百万の人々の帰国を受け入れる事業は、今日の被災者対策に匹敵
する困難な事業であったに違いない。その帰国者対策として実施された戦後開拓事業
の経験が 3. 11 後の日本社会に与える教訓はあり得るだろうか。
終戦直後のような 100 万ヘクタールを越える土地の再分配や大規模なインフラ整備
による入植事業は現在の日本の財政事情、社会情勢から考えると困難なことであるか
もしれない。しかし終戦直後の危機においてすら、海外からの帰国者の受け入れに対
して受け入れ側の地域から様々な抵抗が表明されたことは無視できることではない。
戦後の行政が帰国者と受け入れ自治体の双方の利益になる形で事業を推進することに
尽力した点には注意を払うべきだろう。
さらに帰国者達の多くが、出身地を離れて新天地を求める場合にあっても、出身地
域のネットワークが大きな役割を果たしたことは改めて指摘するまでもない。満州開
拓そのものが、出身地ネットワークを重視しつつ行なわれたことに加え、帰国後にお
いても出身地単位でのネットワークは戦後の入植において重要な人的インフラとして
機能したのである。旧来の出身地ネットワークに支えられつつ、そして彼ら入植者達
は新しい新天地の一員として新たな社会統合の一角を構成していったものと考えるこ
とができるだろう。
以上、ごく常識的な指摘だとは思われるが、奇を衒った政策の実施によって、こうし
た基本的な要素から逸脱した復興対策が行なわれるべきことには注意を要するとだけ
述べて小稿を閉じることとしたい。
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